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「高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト」の活用について 

 

 

 

 

◇対象となる学校 

高等学校、中等教育学校（後期課程）、特別支援学校（高等部）、高等専門学校（１～３年生） 

◇登録人材（団体）が行う支援内容  

○講師派遣 

・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

○教材、教材作成のための資料・データの提供  

◇学校におけるリストの活用方法  

①「リスト（登録一覧表）」の「支援内容」及び「支援できる消費者教育のテーマ」

を参考に活用について御検討ください。各団体の詳細情報については、「リスト

（個別登録情報）」に記載されています。  

②支援を希望する団体に直接、申し込んでください。支援の具体的内容や、講師へ

の謝金、旅費その他については、学校と団体とで協議して決定してください。  

（申込方法は「リスト（個別登録情報）」の「申込」欄参照）  

  ≪「高等学校等への消費者教育支援人材(団体)リスト」の活用イメージ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※当リストは、事務局（山口県消費生活センター）ＨＰに掲載しています。  
https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/soshiki/35/14838.html 

（注）令和７年４月時点の情報を掲載しています。最新の情報は各登録人材（団体）ＨＰ等

で御確認ください。  

【お問合せ先】山口県消費生活センター  ℡ 083-924-2421  

山口県消費生活センターでは、高等学校等で取り組む消費者教育における専門的

知識・経験を有する外部人材の活用促進を図るため、消費者教育の支援を行う人材

（団体）の情報を登録した「高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト」

（以下「リスト」という。）を整備しましたので、ぜひ御活用ください。  

なお、リストを活用される際の御相談やお問合せは、当センターでお受けします

のでお気軽に御連絡ください。  
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○　高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト（登録一覧表）

授業参加
講演会
（生徒）

講演会
（保護者）

研修会
（教職員）

山口県金融広報委員会 全県 ○ ○ ○ ○ 不要 ○ ○

山口県司法書士会 全県 ○ ○ 不要

山口県弁護士会 消費者問題対策
委員会

全県 ○ ○ ○ ○ 不要

（一社）山口県労働者福祉協議会 全県 ○ ○ 不要

（公財）生命保険文化センター 全県 ○ ○ ○ 不要 ○ ○

（公社）全国消費生活相談員協会 全県 ○ ○ ○ ○ 要 ○ ○ ○ ○

ソニー生命保険株式会社 全県 ○ ○ ○ ○
謝金：不要

旅費：原則不要

（独）日本学生支援機構 全県 ○ ○ ○ 不要 ○

日本貸金業協会 全県 ○ ○

（一社）日本クレジット協会 全県 ○ ○ 不要 ○ ○

（公社）日本消費生活アドバイザー・
コンサルタント・相談員協会

全県 ○ ○ ○ ○ 不要 ○ ○ ○

（一社）日本損害保険協会 全県 ○ ○ 不要 ○ ○

ＮＰＯ法人日本ファイナンシャル・プ
ランナーズ協会

全県 ○ ○ ○ ○ 不要 ○ ○

（一財）ＬＩＮＥみらい財団 全県 ○ ○ 不要 ○ ○ ○

三井住友トラスト・資産のミライ研究所
三井住友信託銀行

全県 ○ ○ ○ ○ 不要

金融リテラシー向上コンソーシアム 全県 ○ ○ ○ ○ 不要 ○

山口県消費生活センター 全県 ○ ○ ○ ○ 不要 ○ ○ ○ ○

下関市消費生活センター 下関市 ○ ○ ○ ○ 不要 ○ ○

宇部市消費生活センター 宇部市 ○ ○ ○ ○ 不要 ○ ○ ○ ○

山口市消費生活センター 山口市 ○ ○ ○ ○ 不要 ○ ○ ○ ○

萩市消費生活センター 萩市 ○ ○ ○ ○ 不要 ○

防府市消費生活センター 防府市 ○ ○ ○ ○ 不要 ○

下松市消費生活センター 下松市 ○ 不要

光市消費生活センター 光市 ○ ○ ○ ○ 不要 ○ ○ ○ ○

岩国市消費生活センター 岩国市 ○ ○ ○ 不要

長門市消費生活センター 長門市 ○ 不要 ○ ○ ○ ○

柳井地区広域消費生活センター
柳井市、周防大島
町、上関町、田布施
町、平生町

○ ○ ○ ○ 不要 ○ ○ ○ ○

美祢市消費生活センター 美祢市 ○ 不要 ○

周南市消費生活センター 周南市 ○ ○ ○ ○ 不要 ○ ○ ○ ○

山陽小野田市消費生活センター 山陽小野田市 ○ ○ ○ ○ 不要 ○

県
内
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

県
内
団
体

派遣対象

費用

支援地域

支援内容

講師派遣 教材等の提供

県
外
団
体

生徒用
教材

教員用
教材

保護者用
教材

教材作成
用資料・
データ
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○ 有

○ ○ ○ ○ ○ ○ 有

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有

○ ○ ○ ○ ○ 有

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有

○ ○ 無

○ ○ 有

○ ○ ○ ○ ○ 有

○ ○ 有

○ ○ 無

○ 無

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有

○ 有

○ ○ ○ ○ 無

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 無

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 無

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有

○ 有

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 無

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 無

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 無

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有

○ ○ ○ ○ ○ ○ 有

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 無

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有

○ ○ 無

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 無

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 無

クーリング・
オフ制度等

振り込め詐欺
とその対処法

消費者市民
社会の構築

支援
実績

お金について

携帯電話・
インターネット

に関する
トラブルと

その対処法

食品や製品
の安全と表示

支援できる消費者教育のテーマ

多重債務・
家計管理

金融商品・
投資に関する

トラブルと
その対処法

成年年齢
引下げへ
の対応

その他
悪質商法と
その対処法

クレジットカー
ドの仕組み

契約について
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○ 高等学校等への消費者教育支援人材(団体)リスト(個別登録情報） 

   

①県内団体 

②県外団体 

③県内消費生活センター 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ①-1 

 

山口県金融広報委員会 

【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒753-8501  

山口市滝町 1-1 山口県県民生活課内 

担当部署 事務局 

電話 083-933-2608 

FAX 083-933-2629 

E-mail yamaguchi-kinkoui@tuba.ocn.ne.jp  

受付時間 月曜日～金曜日 8：30～17：15 

Webサイト http://yamaguchi-kinkoui.jp/  

支援地域 山口県内全域 

 

支援活動の概要紹介 

一人ひとりが経済的に自立し、安心かつ豊かな生活を送るために、金融リテラシー（お金

に関する知識・判断力）を高められるよう、金融経済教育推進機構（J-FLEC）が行う教材

の無償提供や講師派遣等の事業について、学校等への広報を行っています。 

金融経済教育・消費者教育に関わる教員等を対象としたセミナーを開催し、教育者の学び

も支援しています。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・金融リテラシーとは 

・生活設計、ライフプランニング 

・家計管理とキャッシュレス、給与明細・収入と収支のバランス 

・資産形成の基本 

・社会保険と民間保険 

・ローン、クレジット、奨学金 

・金融商品・投資、詐欺などに関するトラブル 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 ☑公民（公共）☑総合的な学習の時間 ☑特別活動 ☑その他（商業科） 

 

講師派遣 

J-FLEC の講師派遣では、「金融リテラシー・マップ」に沿って、年齢層別に最低限身に

付けるべき金融リテラシー（お金に関する知識・判断力）を習得いただけるような授業を実

施します。 

「大人になる前に知っておきたいお金の話」として、収支管理の基本、お金の貯め方のコ

ツ、資産形成と経済活動の関係性、クレジット・奨学金の仕組みと注意点、金融トラブルの

防止など、専門的な知識を持った J-FLEC 講師が、中立・公正な立場からわかりやすくお話

しします。  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ①-2 

 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ]  

対象人数 原則として 10 人以上 

講座時間 45～90 分（授業時間による） 

※御要望により対応します 

実施時期 通年 休日対応あり（要相談） 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

※年末年始（12/29～1/10）を除く 

申込 
【申込期限】派遣希望日の 45 日前までに申込 

【申込方法】金融経済教育推進機構（J-FLEC）のホームページより申し込

みフォームにアクセス 

 https://www.j-flec.go.jp/instructors/ 

その他 会場・機材、資料印刷は学校側でご用意ください（会場費含む） 

※金融広報アドバイザー制度は 2024 年 9 月末で終了し、J-FLEC 認定アドバイザー・講

師制度に移行しました。 

 

教材等の提供 

  

対象 ・生徒用の教材（ワークブック等）の提供 

・教員用の教材（指導書・スライド等）の提供 

教材費 不要 

教材名 
・これであなたもひとり立ち 

・株式会社をつくろう！ミスターX からの挑戦状 

・18 歳までに学ぶ契約の知恵 

・マンガで身につけるお金の知識 

他、教材多数。 

詳細は金融経済教育推進機構（J-FLEC）のホームページでご確認ください。 

申込 
金融経済教育推進機構（J-FLEC）の各教材ページより閲覧・ダウンロード 

https://www.j-flec.go.jp/  

トップページの「教育関係の方へ」タブより「授業で使える教材が欲しい」

へ進み、各教材の検索が可能。 

※WEB 上での利用が困難な場合（教材の郵送を希望される場合）や専用

WEB ページ（一部教材のみ）の利用を希望される場合は、各教材ページの

「教材申し込みフォーム」からお申し込みください。 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ①-3 

 

山口県司法書士会 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

□ 教材等の提供 

所在地 〒753-0048 

山口市駅通り二丁目９番１５号 

担当部署 相談事業部 

電話 083-924-5220 

FAX 083-921-0475 

E-mail ―   

受付時間 月曜日～金曜日 9：00～17：30（土・日・祝日を除く）  

Webサイト https://www.ymg-sihousyosi.or.jp/  

支援地域 山口県内全域 

 

支援活動の概要紹介 

卒業を控えた高校３年生を対象に、１月から２月を期間として法律教室を開催している。

毎年１０月頃、県内の全高校に案内文・申込用紙を送付し、申込のあった高校に講師を派遣

している。例年、１０校前後の申込を頂いている。  

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・悪質商法とその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・多重債務・家計管理 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 □家庭科 □公民（公共）☑総合的な学習の時間 ☑特別活動 □その他 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ①-4 

 

講師派遣 

契約、クーリング・オフ、保証人等の法律の解説、悪質商法・ネット犯罪等について講義

し、卒業生が社会に出てトラブルに巻き込まれないよう情報提供を行っている。 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ] 

対象人数 基準なし 

※依頼が多数の場合、派遣する学校数を制限させていただく場合がござい

ます。 

講座時間 45～50 分（授業時間による） 

 

実施時期 1 月から 2 月の期間 平日のみ 

 

申込 【申込期限】12 月中旬までに申込書提出 

【申込方法】FAX 申込書様式あり 

その他 講義での使用教材は、学校側の授業内容の要望に応じ、講師担当司法書士

がテキスト等（パワーポイント）作成。 

資料の印刷は学校に依頼している。 

教材のみの提供は行っていない。 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（Word）を掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ①-5 

 

山口県弁護士会 消費者問題対策委員会 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

□ 教材等の提供 

所在地 〒753-0045 

山口市黄金町 2-15 山口県弁護士会 

〒741-0061 

岩国市錦見 1-10-17 山口県弁護士会岩国地区会（担当部署） 

担当部署 山口県弁護士会岩国地区会 

電話 0827-43-2183 

FAX 0827-43-2112 

E-mail ― 

受付時間 月曜日～金曜日 10：00～17：00 

Webサイト http://www.yamaguchikenben.or.jp/   

支援地域 山口県内全域 

 

支援活動の概要紹介 

平成１６年度より、当会所属の弁護士を中学校、高等学校、大学に派遣し、消費者教育に

関する講義を実施しています。 

近年は山口県消費生活センターとの共同授業も実施しています。 

これまでの活動では、主に卒業を控えた高校３年生や、入学直後の大学１年生向けに、身

近な消費者トラブルの実例やその対処方法（予防方法）等について講義をさせていただいて

います。  

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

・悪質商法とその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・振り込め詐欺（架空請求詐欺、オレオレ詐欺等）とその対処法 

・多重債務・家計管理 

・金融商品・投資に関するトラブルとその対処法 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 □公民（公共）□総合的な学習の時間 □特別活動 

 ☑その他（卒業を控えた高校３年生向けの講義） 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ①-6 

 

講師派遣 

身近な消費者トラブルの実例を紹介して注意を喚起するとともに、そうしたトラブルの対

処方法（予防方法）を知ってもらう。 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ] 

対象人数 基準なし 

講座時間 45～50 分（授業時間による） 

※可能な範囲で個別の御要望に対応 

実施時期 通年 平日のみ 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

 （定時制授業時間への対応実績あり） 

申込 【申込期限】派遣希望日の 30 日前までに申込書提出（FAX） 

【申込方法】FAX 

※期限外の申込にも可能な限り対応します。 

できるだけ早く御連絡ください。 

その他 ― 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（Word）を掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ①-7 

 

一般社団法人 山口県労働者福祉協議会 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

□ 教材等の提供 

所在地 〒753-0078 

山口市緑町 3-29 

担当部署 事務局 

電話 083-925-7332 

FAX 083-921-1650 

E-mail ― 

受付時間 月曜日～金曜日 9：00～17：00  

Webサイト https://www.welfareyg.jp  

支援地域 山口県内全域 

 

支援活動の概要紹介 

金融業務を行う中国労働金庫の職員を派遣し、若者に多い消費生活トラブルの事例や対処

法、そしてカードローンやクレジットカードの上手な利用方法などの金融知識を提供する。 

また、これからのライフイベントに要する費用を紹介し、お金を貯めることの必要性と将

来のライフプランを考えることを研修し、賢い消費者になるための意識啓発を促す。  

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の大切さ、役割等） 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

・悪質商法とその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

 

学校への支援実績 ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 ☑公民（公共）☑総合的な学習の時間 ☑特別活動 □その他 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ①-8 

 

講師派遣   

次世代を担う若者に、消費者トラブルの事例やローン・クレジットカードを上手に利用す

ることを知ってもらい、自分で正しく判断できる自立した消費者・生活者になるための支援

を行う。 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ] 

対象人数 基準なし（基本的には学年全体を対象） 

講座時間 45～50 分（授業時間による） 

※学校の希望に合わせて実施可能（要相談） 

実施時期 12 月～2 月 平日のみ 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】12 月 26 日まで 

【申込方法】FAX（申込書様式あり） 

その他 研修実施場所は、研修を実施する学校の視聴覚教室・講堂等。 

研修実施は、県内の高校・総合支援学校(20 校程度)。 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、募集要領（PDF）及び申込様式（PDF）を掲

載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ②-1 

 

公益財団法人 生命保険文化センター 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒100-0005  

東京都千代田区丸の内 3-4-1 新国際ビル 3 階 

担当部署 生活情報室 

電話 03-5220-8517 

FAX 03-5220-9090 

E-mail jitsugaku@jili.or.jp  

受付時間 月曜日～金曜日 9：00～17：00 

Webサイト https://www.jili.or.jp/  

支援地域 山口県内全域 

 

支援活動の概要紹介 

公正・中立な立場で「生活設計や生命保険」に関する情報提供等を行うことを目的に活動して

おり、全国各地の高校等への出前授業を行っています。ライフイベントにかかるお金について理

解するとともに、身の回りに起こりうるリスクについて考え、備える方法について学ぶ講座や、

社会保障制度について学び、自助・共助・公助の適切な組み合わせについて、自分の考えをまと

める講座等をご用意しています。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の大切さ、役割等） 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年消費者トラブル等） 

・その他（人生における生活設計やリスク管理を行うことの重要性について） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 ☑公民（公共）☑総合的な学習の時間 ☑特別活動 ☑その他 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ②-2 

 

講師派遣 

家庭科、公民科とも、リスクに備える手段として「社会保険」や「貯蓄・民間の保険」につい

て学ぶことができ、生徒同士の対話の時間も用意したアクティブラーニングを意識した講座で

す。 

また、総合学習の時間に卒業を控えた生徒を対象とした学年単位の講座も受け付けています。  

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費  [ 不要 ]  

対象人数 基本的に基準なし 

講座時間 45～50 分（授業時間による） 

50 分×2 コマも可能。学校の希望に合わせて実施可能。 

実施時期 通年 休日対応あり（土曜・日曜も相談可能） 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応も相談可能 

申込 【申込期限】派遣希望日の 30 日前までに申込書提出 

【申込方法】FAX、E-mail、Web 申込 

※様式、Web 申込掲載 https://www.jili.or.jp/lecturer/#sec03  

その他 会場については学校側でご準備ください。会場費用は負担いたしません。 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（Word、PDF）、「講師派遣チラ

シ」）（PDF）を掲載しています。 

   

教材等の提供 

切り取りできるライフプラン表が付属しており、課題にも最適な家庭科向け副教材の生徒用ワ

ークブック（君とみらいとライフプラン）、活用方法や解説のポイント等が掲載されている教員

用手引きの冊子       

対象 ・生徒用の教材の提供 

・教員用の教材の提供 

教材費 不要 

教材名 ・君とみらいとライフプラン（リンク付） 

・冊子のほか、家庭科や公民科の授業で活用できる教材がダウンロード可能。

（PowerPoint または PDF） 

※詳細は Web サイトで御確認ください。 

（参照）https://www.jili.or.jp/school/yokoku/index.html 

申込 FAX または Web サイトから申込 

※申込様式 https://www.jili.or.jp/files/other/school.pdf 

※Web 申込 https://www.jili.or.jp/cgi-

bin/cms/public/index.cgi/jil/buy/entry/school/index 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（PDF）を掲載しています。 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ②-3 

 

公益社団法人 全国消費生活相談員協会 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒103-0012  

東京都中央区日本橋堀留町 2-3-5 グランドメゾン日本橋掘留 101 

担当部署  

電話 03-5614-0543 

FAX 03-5614-0743 

E-mail wakamonodemae@zenso.or.jp 

受付時間 月曜日～金曜日 9：00～17：00 

Webサイト https://zenso.or.jp/ 

支援地域 山口県内全域 

 

支援活動の概要紹介 

消費生活センター等に寄せられた若年者からの相談事例を踏まえて、現在の若年者を取り巻く

消費生活の問題とその対処方法、また、将来を担う世代にとって持続可能な消費の在り方につい

て、実践的で分りやすい出前講座の実施や教育・啓発リーフレットの作成等を行なっています。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の大切さ、役割等） 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

・食品や製品の安全と表示 

・悪質商法とその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・振り込め詐欺（架空請求詐欺、オレオレ詐欺等）とその対処法 

・消費者市民社会の構築（持続可能な消費の実践、消費者の社会参加等） 

・多重債務・家計管理 

・金融商品・投資に関するトラブルとその対処法 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 ☑公民（公共）☑総合的な探求の時間 ☑特別活動 □その他 

 

 

講師派遣 

実際の相談事例に基づいたタイムリーな消費生活トラブルの事例や対処法を知ってもらい、自

立した消費者になるための支援を行う。  

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ②-4 

 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 要/不要 ] ・ 講師旅費  [ 要/不要 ]  

講師派遣 対象：【生徒・学生・教諭・職員・保護者】全ての学校  

講師料：有料、旅費実費ご負担願います 

対象人数 基準なし 

講座時間 45～50 分（授業時間による） 

教職員対象の場合は、60 分以上適宜必要な時間 

実施時期 通年 平日のみ 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の概ね 60 日前までに申込書提出 

【申込方法】FAX 

※申込様式 https://zenso.or.jp/lecturer（講師派遣） 

その他 ※Web による講座も実施しております。 

オンライン講座（同時双方向型）、オンデマンド講座（非同期型）等、ご要

望、インターネット環境等に応じて対応いたします。 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（Word、Excel）を掲載しています。 

 

教材等の提供 

家庭科、公民科、総合的な探求の時間、ＬＨＲ、保護者会向け会合等で活用できる消費生活に

関する様々な分野のリーフレット・冊子を作成し、講座資料、学習用に提供しています。       

対象 ・生徒用の教材の提供 

・教員用の教材の提供 

・保護者向けのリーフレット等の提供 

・教材作成等のための資料・データ提供 

教材費 要（一部無償教材あり（数量限定）） 

教材名 詳細は Web サイトで御確認ください 

https://is.gd/kAnEgt 

申込 事前に電話で相談してください 

申込書を FAX で提出 

※申込様式 https://is.gd/kAnEgt 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ②-5 

 

ソニー生命保険株式会社 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

□ 教材等の提供 

所在地 〒100-8179 

東京都千代田区大手町 1-9-2 大手町ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｼﾃｨ ｸﾞﾗﾝｷｭｰﾌﾞ 

担当部署 総務部 社会貢献推進室 

電話 03-5290-6111 

FAX ― 

E-mail lifeplanning_class@sonylife.co.jp 

受付時間 月曜日～金曜日 10：00～17：00 

Webサイト https://www.sonylife.co.jp/volunteer/lp/  

支援地域 山口県内全域 

 

支援活動の概要紹介 

生徒が仮想の家族を想定し、専用のシミュレーションツールを使いながら、ライフプランニン

グを疑似体験することで、「人生とお金」について学ぶ出張授業。ソニー生命の社会貢献活動と

して、2006 年からスタートし、これまでに全国でのべ 2,347 校で実施、24 万人以上が受講

（2025 年 3 月末時点）。2014 年度には、経済産業省キャリア教育アワード最優秀賞（経済産

業大臣賞）、2022 年度には、文部科学省「青少年の体験活動推進企業表彰」審査委員会奨励賞

を受賞、2023 年度には、文部科学省「青少年の体験活動推進企業表彰」特別賞を受賞、2024 年

度には、文部科学省「青少年の体験活動推進企業表彰」審査委員会奨励賞を受賞。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の大切さ、役割等） 

・多重債務・家計管理 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 ☑公民（公共）☑総合的な学習の時間 ☑特別活動 ☑その他 

 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ②-6 

 

講師派遣 

ライフプランニングの疑似体験を通して、夢や目標をもって生きることの大切さやそれらを実

現するための計画や努力の必要性を生徒が体感し、自らの人生を主体的に考え、選択するという

意欲を育てる一助となること。 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 要相談 ※原則不要 ] 

対象人数 基準なし※都度相談 

講座時間 通常 50 分×2 コマ（90～100 分） 

実施時期 通年 平日のみ 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の 60 日前までに要相談 

【申込方法】電話、E-mail 

その他 ・実施決定時に、実施依頼書（規定様式あり）を提出いただきます。 

・実施方法は、時期や派遣講師人数により、相談の上、決定します。 

※詳細は、山口県Web サイト登録情報ページに掲載の「ライフプランニング授業リーフレ

ット」を御参照ください。 
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独立行政法人 日本学生支援機構 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒104-8112 

東京都中央区銀座 6-18-2（東銀座事務所） 

担当部署 奨学事業戦略部 奨学事業総務課 

電話 03-6743-6029 

FAX 03-6743-6679 

E-mail scholarship_adviser@jasso.go.jp 

受付時間 月曜日～金曜日 9：00～17：00 

Webサイト https://www.jasso.go.jp/shogakukin/adviser/index.html  

支援地域 山口県内全域 

 

支援活動の概要紹介 

高校生等が大学等への進学に向けた検討を行うにあたり、奨学金制度についての理解を深める

とともに、奨学金を含む進学費用準備のための資金計画を作成することにより、進学後の教育に

係る経済的負担についての不安を軽減すること、及び大学等に在学する学生に奨学金制度やマネ

ー・プランについて理解を深めてもらうことを目的として、「スカラシップ・アドバイザー派遣

事業」を実施しています。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の大切さ、役割等） 

・その他（国の奨学金制度を含む進学のための資金計画の説明） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 □家庭科 □公民（公共）☑総合的な学習の時間 ☑特別活動 

 ☑その他（保護者会、進学説明会） 
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講師派遣 

大学等への進学を希望する高校生等及びその保護者に対して、進学後の教育に係る経済的負担

についての不安を軽減することを目的として、進学のための資金計画（奨学金制度の概略の説明

を含む。）についての助言等を行うものです。 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ] 

対象人数 基準なし 

講座時間 30 分もしくは 45～90 分（50 分以上を推奨） 

実施時期 通年 

休日対応あり（年末年始を除く土日、祝日でも派遣可能） 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の１ヶ月前までに申込 

【申込方法】Web 申込 

https://www.jasso.go.jp/shogakukin/adviser/guidance.html  

その他 奨学金申込みの事務手続き・推薦事務に係る説明（申請書類の書き方含む）に

ついては、ガイダンス内容の範囲外となりますので、予めご了承ください。 

 

教材等の提供 

教員の皆様が、生徒やその保護者に対して、大学等への進学のためのマネープランについて適

切なアドバイスができるよう、必要な情報をまとめております。 

対象 教員用の教材の提供 

教材費 不要（データのダウンロード（PDF）） 

教材名 高校教員向け「進学マネー・ハンドブック」（2025 年度版） 

申込 申込不要 

各自で WEB サイトからダウンロード（PDF） 

https://www.jasso.go.jp/shogakukin/oyakudachi/document/money_handbo

ok.html 
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日本貸金業協会 
【支援内容】 

□ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒108-0074 

東京都港区高輪三丁目 19 番 15 号 二葉高輪ビル 3F 

担当部署 教育研修部 消費者啓発課 

電話 03-5739-3018 

FAX ― 

e-mail keihatsu@j-fsa.jp  

受付時間 月曜日～金曜日 9：30～17：30 

Webサイト https://www.j-fsa.or.jp/  

支援地域 山口県内全域 

 

支援活動の概要紹介 

民法の成年年齢の引き下げに伴い、社会経験が乏しい 18・19 歳をターゲットにした消費者被

害の増加が懸念されている中、若年者が社会人として経済的に自立し、安心で豊かな生活を送る

ための金融経済教育の一環として、金融トラブル防止のための資料（教材）を提供しておりま

す。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の役割等） 

・キャッシュレス決済 

・多重債務防止 

・闇バイトの注意喚起 

・家計管理 

・契約について 

・ローンとクレジットの仕組み 

・金融トラブル（違法業者、悪質業者による被害）の事例と対処法 

・消費者被害の救済制度（クーリング・オフ等） 

・困ったときの相談先 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 □公民（公共）☑総合的な学習の時間 ☑特別活動 □その他 
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教材等の提供 

若年者向けのローン・クレジットの仕組みや金融トラブルの事例、多重債務問題、家計管理、

困ったときの相談先などを掲載した教材（冊子）  

対象 ・生徒用の教材の提供 

・教員用の教材の提供 

教材費 不要 

教材名 ・金融トラブル防止のためのQ&A BOOK 

※詳細は Web サイトで御確認ください。 

https://www.j-fsa.or.jp/personal/monetary_education/publications/  

申込 Web 申込 

https://www.j-fsa.or.jp/personal/monetary_education/publications/  
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一般社団法人 日本クレジット協会 

【支援内容】 

☑ オンライン講

義 

☑ 教材等の提供 
所在地 〒103-0016 

東京都中央区日本橋小網町 14-1 住生日本橋小網町ビル 6F 

担当部署 クレジット教育センター（総務部内） 

電話 03-5643-0011 

FAX 03-5643-0080 

E-mail shoko@jcredit.jp  

受付時間 月曜日～金曜日（土日祝日、年末年始休暇を除く） 

9：30～12：00、13：00～17：30 

Webサイト https://www.j-credit.or.jp/education/school/index.html  

支援地域 山口県内全域 

 

支援活動の概要紹介 

クレジットの正しい理解を醸成するために、学校におけるクレジット教育を支援する「クレジ

ット教育支援活動」を行っています。オンライン講義（生徒向け、先生向け）、クレジット教材

の提供、夏休み期間に教員を対象にしたクレジットに関するオンライン勉強会を実施していま

す。（すべて無償） 

オンライン講義では、キャッシュレス決済やクレジットに関すること（キャッシュレス決済が

普及している背景やキャッシュレス決済の種類、クレジットのメリット、三者間契約、リボ払い

のしくみ、クレジットの正しい利用方法、ローンとの違いなど）を中心に、わかりやすく説明し

ます。また、クレジットに関連した消費者トラブルや契約時の注意点などについても説明しま

す。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・キャッシュレスの概要 

・クレジットのしくみ 

・クレジットカードの正しい利用方法 

・三者間契約 

・支払方式の違い（一括払い・分割払い・リボ払い） 

・契約時の留意点 

・その他（ご要望があれば、可能な限り対応いたします。） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 □公民（公共）☑総合的な学習の時間 □特別活動  

☑その他（高校卒業前の３年生を対象にした特別講演） 

 

講師派遣 

消費者がクレジットを正しく利用するための理解促進を目的として、講師派遣を行っていま

す。 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 
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対象 ・生徒及び教員を対象としたオンライン講義 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ] 

対象人数 生徒対象：原則 30 名以上 教員対象：原則 10 名以上 

講座時間 50～90 分、コマ数に応じて対応可。 

実施時期 通年 平日のみ 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】講義希望日の 2 か月前までに申込書を提出 

【申込方法】Web フォーム、FAX、E-mail 

※申込様式 

https://www.j-credit.or.jp/education/school/dispatch.html  

その他 ・講義はオンライン方式（Zoom）となります。 

・講義希望日の 2 か月前までにお申込ください。 

・１つの学校に対して、講義は 1 日間 1～2 コマまでとなります。※複数日程

は不可 

・会場準備・資料印刷は学校側で手配をお願いいたします。 

・パワーポイントの資料で講義しますので、PC、プロジェクター、スクリー 

ンをご用意ください。 

 ※山口県Web サイト登録情報ページには、申込様式（Word）を掲載しています。 

 

教材等の提供 

消費者がクレジットを正しく利用するための理解促進を目的として、生徒向けの教材・ワーク

ブック、クレジットカード見本、先生用の手引き・ワークブックの解説などの提供を無償で行っ

ています。 

対象 ・生徒用の教材の提供 

・教員用の教材の提供 

教材費 不要 

教材名 ・【新教材】クレジット入門～正しい理解からはじめるキャッシュレス！～

（生徒用） 

・【新教材】クレジット入門 解答例付き解説書 

・クレジットカード見本 

・利用伝票見本 

・三者間契約ポスター 

・ForU25 クレジットライフのはじめかた（マンガ冊子） 

・ダウンロード教材『キャッシュレス決済と「クレジットカード」について』 

（生徒用 PDF、先生向け補足資料 PDF） 

・クレジットカード決済デモ端末（貸出） 

詳細は Web サイトでご確認ください。 

https://www.j-credit.or.jp/education/school/provide.html 

申込 【申込方法】Web フォーム、FAX、E-mail 

※申込様式 

https://www.j-credit.or.jp/education/school/provide.html  

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（Word）を掲載しています。 
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公益社団法人 日本消費生活アドバイ
ザー・コンサルタント・相談員協会 

【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒102-0071  

東京都千代田区富士見 2-4-6 宝 5 号館２F 

担当部署 事務局 

電話 03-6434-1125 

FAX ― 

E-mail koushihaken@nacs.or.jp／ nacs-jimukyoku@nacs.or.jp 

受付時間 月曜日～金曜日（原則メールにてご連絡をお願いいたします） 

Webサイト http://nacs.or.jp/  

支援地域 山口県内全域 

 

支援活動の概要紹介 

公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会（NACS）では、

1988(昭和 63 年）の設立当初から、全国の小学校、中学校、高校、専門学校、短大、大学とい

った教育機関に、全国 7 支部からNACS 会員講師を派遣して出前講座を実施しています。テー

マは学校からの要望に応じて、契約、金融、環境、ICT、消費者市民社会等多岐にわたります。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・持続可能なライフスタイルに関する教育（消費者市民社会の構築、SDGs、エシカル消費等） 

・ICT に関する教育 

（スマートフォン、インターネット、SNS に関するトラブルとその対処法等） 

・食生活に関する教育（食品の安全、食品ロス削減、食育等） 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

・金融教育（金銭管理、契約、キャッシュレス決済、クーリングオフ制度等） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 ☑公民（公共）☑総合的な学習の時間 □特別活動 □その他 
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講師派遣 

「金融教育」「環境教育」「持続可能なライフスタイル」「ICT（情報化社会）」など、様々な

テーマに対応。  

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ] 

※１年間に無償で実施する学校数の上限があります。 

事前に御連絡ください。 

対象人数 基準なし 

講座時間 45～50 分（授業時間による） 

実施時期 通年 休日対応あり 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の遅くとも 30 日前までに申込書提出 

【申込方法】E-mail 

※申込様式 https://nacs.or.jp/kyoiku/kyoiku_gaiyo/koushi_haken/gakko/  

その他 ご要望に応じて可能な範囲で対応させていただきます。学年、人数、会場、消

費者教育受講経験の有無、電子機器の使用が可能かどうかをお知らせくださ

い。 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（Word）を掲載しています。 

※講座内容の詳細等は下記 URL を御参照ください。 

  http://nacs.or.jp/kyoiku/koushi_haken/gakko/ 

教材等の提供 

アクティブ・ラーニング（「主体的・対話的で深い学び」の実現のための手法）を目指してオ

リジナルテキストを作成しています。各テキストにはイラストや写真、図表などを多く用い、受

講者に問いかける構成となっています。ワークシートと指導者用の手引書も作成し、「受講者自

らが課題に取り組み、行動につなげる」ためのヒントを盛り込んでいます。      

対象 ・生徒用の教材の提供 

・教員用の教材の提供 

・教材作成等のための資料・データ提供 

教材費 不要 

教材名 ・「Let’s エンジョイ エシカルライフ」（（一財）日本宝くじ協会助成） 

・ネットショッピング啓発教材「疑似体験 NACS ショッピングサイト」 

・物語風冊子教材「２代目のスマホ〜夏久すみれさんのスマホ買い替え物語」 

・「契約について学ぼう」（（一財）日本宝くじ協会助成） 

・eBook 教材「18 歳からのスマート通販学」 

申込 上記の教材データはWeb サイトよりダウンロード（PDF、PPT）または疑似

体験頂けます。 

https://nacs.or.jp/kyoiku/kyoiku_gaiyo/koushi_haken/sakusei_text/ 
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一般社団法人 日本損害保険協会 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒730-0036  

広島市中区袋町３－１７ シシンヨービル１２階 

担当部署 中国・四国支部 [教材お問合せ担当部署] 

業務企画部 啓発・教育・防災グルー

プ 

電話 082-247-4529 03-3255-1215 

FAX ― ― 

E-mail chugoku-shikoku@sonpo.or.jp consumer@sonpo.or.jp  

受付時間 平日（祝日・休日を除く）9：00～17：00 

Webサイト https://www.sonpo.or.jp/  

支援地域 山口県内全域 
 

支援活動の概要紹介 

日本損害保険協会では、消費者の皆様に一般的な損害保険の仕組みや役割を理解していただく

ために、講師派遣事業を行っています。損害保険やその周辺知識に関する講演会、勉強会、研修

会等の催しの際にぜひご利用ください。 
 

支援できる消費者教育のテーマ 

・その他（損害保険金融リテラシー） 

・その他（自転車の交通事故とその責任） 
 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 ☑公民（公共）□総合的な学習の時間 □特別活動  

☑その他（ロングホームルーム、生活指導・交通安全等の講話） 
 

講師派遣 

一般的な損害保険の仕組みや役割を理解してもらうため、高校へ講師を派遣しています。  

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費  [ 不要 ]  

対象人数 基準なし 

講座時間 45～50 分（授業時間による） 

実施時期 通年 休日対応あり（要相談 対応可能か講師と調整します） 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の 30 日前までに申込書提出 

【申込方法】E-mail、Web 申込 

※申込様式、https://www.sonpo-form.jp/useful/koushi/moushikomi/form.php  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ②-16 

 

その他 ・2018 年改訂高校学習指導要領解説（家庭・公民）で、民間保険等の基本的

な金融商品の特徴、保険会社など各種金融機関の役割が記載されました。損害

保険教育に関心をお持ちの方は、ぜひ当協会にご連絡ください。 

・「交通事故とその責任」および「自転車を取り巻くリスクとその責任」の講

演については、講師派遣に代わる動画教材を用意しており、こちらを推奨させ

ていただいています。  

教材等の提供 

①明るい未来へTRY！～リスクと備え～ 

 損害保険に関心を持っていただけるよう、皆さんが「やってみたい！」と思っている事

柄に潜むリスクと備えについて紹介します。 

「コア教材（生徒用）」、教員の方が授業する際に進め方の参考となる「教員用手引書」

の 2 点がセットです。 

②講師派遣の講演に関する動画教材 

教育の ICT 化や新型コロナウイルス感染症の影響に対応し、講師派遣で講演している内

容のうち､｢交通事故とその責任」と「自転車を取り巻くリスクとその責任」を動画化しま

した。 

③リスク教育副教材 

損害保険は、リスクによる有事の際の経済的な損害から自分自身を守るための有効な対

策手段の一つであることから、その役割・機能を身近な自転車事故の例などを通じて分か

りやすく説明したリスク教育副教材および手引き（先生用）を作成しました。 

④防災教育副教材 

飲料水・食料品の備蓄、帰宅ルートの確認、損害保険の役割・機能の理解といった自然

災害への備えとして有効な手段について、分かりやすく理解してもらうため、防災教育副

教材および副教材にかかる手引き（先生用）を作成しました。 

⑤知っていますか？自転車の事故 ～安全な乗り方と事故への備え～ 

国が定めた「自転車安全利用五則」を中心に、自転車を運転するときのルールや基本的

なマナーなどについて、わかりやすくまとめました（2021 年 8 月改定。電子データ

（PDF）のみの提供となります）。 

事故に備える保険や過去における自転車事故による加害事故例も掲載しています。 

※山口県Ｗｅｂサイト登録情報ページには、教材等の詳しい説明を掲載しています。 

対象 生徒用の教材の提供 

教員用の教材の提供 

教材費 不要 

教材名 ①明るい未来へTRY！～リスクと備え～ 

※Web サイトからダウンロードできる教材（PDF、Word、PowerPoint）

もあります。 

https://www.sonpo.or.jp/report/publish/education/0014.html 

②リスク教育副教材 

※Web サイトからダウンロードできる教材（PDF、PowerPoint）もありま

す。 

https://www.sonpo.or.jp/report/publish/education/0010.html 

※その他教材一覧 https://www.sonpo.or.jp/report/publish/index.html   

申込 電話または FAX で申込（申込様式あり） 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（PDF）を掲載しています。 
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ＮＰＯ法人 日本ファイナンシャル・ 
プランナーズ協会 

【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒105-0001 

東京都港区虎ノ門 4-1-28 

担当部署 総合教育部 パーソナルファイナンス教育課 

電話 03-5403-9777 

FAX 03-5403-9701 

E-mail pf-kyoiku@jafp.or.jp  

受付時間 土日・祝日・年末年始を除く 9：30～17：00 

Webサイト https://www.jafp.or.jp/personal_finance/high/inst_disp/  

支援地域 （講師派遣）山口県内全域 （教材提供）山口県内全域 

 

支援活動の概要紹介 

パーソナルファイナンス教育インストラクターが高等学校などでパーソナルファイナンス教育

（金融経済教育）の出張授業を実施しています。協会オリジナル金融経済教育用テキスト『10

代から学ぶパーソナルファイナンス』を使い、学習活動を実践的に支援します。なお、派遣費用

は当協会が負担します。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の大切さ、役割等） 

・悪質商法とその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・家計管理 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

・その他（ライフプランの重要性） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 ☑公民（公共）☑総合的な学習の時間 ☑特別活動 ☑その他 
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講師派遣 

パーソナルファイナンスを学ぶことで、お金に関する知識を身につけ、適切な判断ができるよ

う支援する。また、自立した個人として「生きる力」をはぐくむ機会を提供する。 

対象 

 

・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ]  

対象人数 基準なし 

講座時間 45～50 分（授業時間による） 50 分 2 コマ程度まで対応可能 

※学校の希望に合わせて実施可能 

実施時期 通年（同一学校での実施は原則年 1 回、継続 3 年まで） 

休日対応あり（要相談 基本的には平日実施） 

 

申込 【申込期限】派遣希望日の 2 か月前までに以下のサイトより申し込み 

【申込方法】Web サイト：https://jafp.works-go.com/form/pfi_school/ 

その他 弊会のテキスト※を活用した授業となります。特別支援学校はテキストの使用

ができる生徒の場合は派遣可能です。 

会場は学校で、設備（パソコン、プロジェクター等）を活用いたします。資料

の印刷は学校でお願いいたします。 

インストラクターは 1 名の派遣とさせていただきます。 
※テキストの請求のみも承っています。詳細は以下の URL をご参照ください。 

https://www.jafp.or.jp/personal_finance/high/personal_text/ 

 

 

教材等の提供 

主に高校生向けに編集された「お金について学ぶ」テキストです。実際に学校生活の中で生徒

が直面するお金に関する問題、進学や就職後に必要になるお金に関する知識をテーマに構成され

ています。考えながら身につけていくことに重点をおくとともに、各レッスン完結型ですので、

重要度や関心度、授業回数等に応じた使い方が可能です。 

対象 ・生徒用の教材の提供 

・教員用の教材の提供 

教材費 不要 

教材名 ・10 代から学ぶパーソナルファイナンス 

https://www.jafp.or.jp/personal_finance/high/personal_text/ 

・インストラクターズマニュアル（教員用指導書）  

※上限あり 

※Web サイトからダウンロードできる教材もあります 

申込 Web サイト：https://jafp.works-go.com/form/text_school/ 

 

 

 

https://jafp.works-go.com/form/pfi_school/
https://www.jafp.or.jp/personal_finance/high/personal_text/
https://www.jafp.or.jp/personal_finance/high/personal_text/
https://jafp.works-go.com/form/text_school/
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一般財団法人 ＬＩＮＥみらい財団 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒102-8282 

東京都千代田区紀尾井町 1-3 東京ガーデンテラス紀尾井町 紀尾井タワー 

担当部署 講演依頼窓口 

電話 ― 

FAX ― 

E-mail mirai_ed@line-mirai.org 

受付時間 月曜日～金曜日(祝日除く)  10：00～17：30 

Webサイト https://line-mirai.org/ja/ 

支援地域 山口県内全域 

 

支援活動の概要紹介 

インターネット上で発生するコミュニケーショントラブルやその他トラブルを想定して、事例

を用いながら円滑なコミュニケーションに必要な要素やインターネットの特徴、トラブルの際の

影響範囲や注意点について学びます。教材を用いたグループワークを通して自ら考え想像力を働

かせ、上手なインターネットの使い方を考えていく教材を提供しております。 

※年代、目的に応じて使用できるように複数の教材をご用意しております。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 □家庭科 □公民（公共）☑総合的な学習の時間 ☑特別活動 □その他 
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講師派遣 

インターネット上で発生するコミュニケーショントラブルやその他トラブルを想定して、事例

を用いながら円滑なコミュニケーションに必要な要素やインターネットの特徴、トラブルの際の

影響範囲や注意点について授業を実施します。（オンライン授業のみ） 

開催概要はこちら＜外部リンク＞をご覧ください。 

対象 
・生徒対象のオンライン出前授業 

・保護者対象のオンライン出前授業 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ] 

対象人数 20 人以上 

講座時間 45～50 分（授業時間による） 

保護者向け 60～90 分 

実施時期 通年 休日対応あり 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の原則 90 日前までに申込書提出 

【申込方法】Web 申込 

https://forms-business.yahoo-net.jp/linecsr/s/moral 

その他 ・講演はすべてオンライン（Zoom）での開催となります。 

・同日内で 1 校 3 コマまで対応可能です。 

 

教材等の提供 

児童生徒が発達段階に応じて体系的に情報モラルを学習できる教材で、児童・生徒らが話し合

いを通じて学べることを重視。教員・保護者向けに、活用の手引をダウンロード可。 

対象 ・生徒用の教材の提供 

・教員・保護者用の教材の提供 

教材費 不要 

教材名 データでの提供になります。詳細は、Web サイトで御確認ください。 

・GIGA ワークブック 

・各種ワークショップ教材 

（参照 https://line-mirai.org/ja/download/#b ） 

申込 Web 申込  https://forms-business.yahoo-net.jp/linecsr/s/materials/ 
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三井住友トラスト・資産のミライ研究所 

三井住友信託銀行 

【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

□ 教材等の提供 

所在地 〒747-0036 

防府市戎町１－４－２４ 

担当部署 山口防府支店 

電話 03-5290-6228 

FAX 0835-22-7780 

E-mail ― 

受付時間 月曜日～金曜日 9：00～17：00 

Webサイト https://www.smtb.jp/ 

支援地域 山口県内全域 

 

支援活動の概要紹介 

・「三井住友トラスト・資産のミライ研究所」では、高校生の金融への関心・知識効能などに貢

献することを目的に「金融リテラシー向上セミナー」を開催中です。 

・同研究所は、資産形成・資産活用のあり方を中立かつ客観的な立場で発信することを趣旨とし

て、2019 年 9 月に設置された三井住友信託銀行の組織です。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の大切さ、役割等） 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 □公民（公共）□総合的な学習の時間 □特別活動 ☑その他 
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講師派遣 

・「『お金』のトラブル回避術」と題して、お金のトラブル回避術や「お金」を借りることの意

味をお伝えします。 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ] 

対象人数 基準なし 

講座時間 45～50 分（授業時間による） 

実施時期 通年 休日対応あり 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の 90 日前までに要相談 

【申込方法】電話、FAX 

その他 ・実施決定時に、実施依頼書（規定様式あり）を提出いただきます。 

・実施方法は、時期や派遣講師人数により、相談の上決定します。 

※詳細は、講師派遣申込用紙（Word、PDF）をご参照ください。 
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金融リテラシー向上コンソーシアム 

【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒108-0074 

東京都港区高輪 3 丁目 19 番 15 号二葉高輪ビル 3F 

担当部署 日本貸金業協会教育研修部金融リテラシー向上コンソーシアム推進室 

電話 03-5739-3016 

FAX 03-5739-3027 

E-mail lecture-flic@j-fsa.jp 

受付時間 月曜日～金曜日 9：30～17：30 

Webサイト https://www.j-fsa.or.jp/flic/ 

支援地域 山口県内全域 

 

支援活動の概要紹介 

・「金融リテラシー向上コンソーシアム」では、幅広い世代の金融リテラシー向上を支援するた

め、文部科学省による学習指導要領や金融リテラシーマップに基づいた講義（対面・オンライ

ン）を実施しています。教育啓発セミナーの開催、教育啓発教材の制作及び配布、啓発コンテン

ツの配信を行っています。 

・同コンソーシアムは、日本貸金業協会と大手貸金業者が協働で設立した団体です。金融リテラ

シー向上及び金融トラブル被害の防止等により、消費者保護に寄与することを目的とし、金融経

済教育セミナーの開催や金銭トラブル事例などの情報発信を行います。また、行政・警察・消費

生活センターなど関係機関との連携を一層強化し金融犯罪被害の未然防止に取り組みます。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の大切さ、役割等） 

・悪質商法とその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・振り込め詐欺（架空請求詐欺、オレオレ詐欺等）とその対処法 

・多重債務・家計管理 

・金融商品・投資に関するトラブルとその対処法 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

・生活設計・家計管理 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 □家庭科 □公民（公共）☑総合的な学習の時間 □特別活動 □その他 
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講師派遣 

・家計管理・生活設計資産の必要性や、ローン・クレジットの使い過ぎによるリスク、投資・副

業詐欺などの金融トラブル事例に関する内容等さまざまなコンテンツを用意し、受講者のニーズ

に応じたセミナーを実施します。 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ] 

対象人数 基準なし 

講座時間 要望により対応 

実施時期 通年 休日対応あり 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の 30 日前までに要相談 

【申込方法】HP（URL: https://www.j-fsa.or.jp/flic/application/） 

その他  

 

教材等の提供 

若年者向けのローン・クレジットの仕組みや金融トラブルの事例、多重債務問題、家計管理、

困ったときの相談先などを掲載した冊子  

対象 ・教職員が授業で使用する教材の提供 

教材費 不要 

教材名 ・セミナー教材 

※詳細は Web サイトでご確認ください。 

https://www.j-fsa.or.jp/flic/provision-of-seminar-materials/ 

申込 Web 申込 

https://www.j-fsa.or.jp/flic/provision-of-seminar-materials/ 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-1 

 

山口県消費生活センター 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒753-8501  

山口市滝町１番１号 

担当部署 消費者教育・相談班 

電話 083-924-2421 

FAX 083-923-3407 

E-mail manaberu@pref.yamaguchi.lg.jp  

受付時間 月曜日～金曜日 8：30～17：15 

Webサイト https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a12100/syo-center/a12101top.html  

支援地域 山口県内全域 

 

支援活動の概要紹介 

当センターで対応している消費生活相談等の消費者問題について、その経験や知識をもと

に、各学校の御要望に応じた消費者啓発講座や教材貸出を行っています。 

また、消費生活トラブル事例等を掲載した「やまくら通信」を毎月各学校へメール配信す

るなど情報提供を行っています。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の大切さ、役割等） 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

・悪質商法とその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・振り込め詐欺（架空請求詐欺、オレオレ詐欺等）とその対処法 

・消費者市民社会の構築（持続可能な消費の実践、消費者の社会参加等） 

・金融商品・投資に関するトラブルとその対処法 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 ☑公民（公共）☑総合的な学習の時間 ☑特別活動 □その他 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-2 

 

講師派遣 

生徒が自立した消費者になるために、消費生活トラブルの事例や対処法を学べる講義をク

イズ等を使って参加型授業を行います。  

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ]  

対象人数 基準なし 

講座時間 45～50 分（授業時間による） 

※学校の希望に合わせて実施します 

実施時期 通年 原則、平日のみ 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の１か月前までに申込書提出 

【申込方法】FAX、E-mail 

※申込様式 

https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a12100/syo-center/koushihaken.html  

その他 会場は学校側で御用意ください。会場費用は負担しません。 

パワーポイント資料で講義しますので、機器の準備をお願いします。 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（Word、PDF）を掲載しています。 

 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 
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教材等の提供 

消費者教育・啓発のための教材として、消費者トラブルや製品事故、金銭教育など幅広い

消費生活に関する分野の教材の貸し出しを行っています。  

また、学校の授業等で使うための資料・データの提供を行います。   

対象 ・生徒用の教材の提供 

・教員用の教材の提供 

・保護者向けのリーフレット等の提供 

・教材作成等のための資料・データ提供 

教材費 不要 

教材名 [体験教材] 

・悪質商法体験ＶＲ 

詳細は Web サイトで御確認ください 

https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/site/shohi-center-top/205714.html 

[貸出教材] 

・悪質商法デュエルカード 

・DVD 

・消費者教育・啓発用教材等のイラストデータ 

・啓発用パネル（クーリング・オフ制度、振り込め詐欺等） 

・消費者教育が学べる「ボードゲーム」 

詳細は Web サイトで御確認ください   

https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a12100/syocenter/kyouzai.html  

[資料・データ 提供例]  

・消費生活相談に関する各種データの提供 

  国内・県内の年代別の被害件数、被害内容 

・具体的な相談事例の提供 

  高校生に多いトラブルとその対処法 

  ロールプレイのシナリオ  

申込 FAX または E-mail で申込 

資料・データは、御希望を電話でお知らせください。 

※申込様式 

https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a12100/syo-center/kyouzai.html 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（Excel、PDF）を掲載しています。 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 
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下関市消費生活センター 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒750-8521  

下関市南部町１－１ 

担当部署 市民部生活安全課 

電話 083-231-1270 

FAX 083-233-0045 

E-mail shohi@city.shimonoseki.yamaguchi.jp  

受付時間 月曜日～金曜日 8：30～16：30 

Webサイト https://www.city.shimonoseki.lg.jp/site/syouhi/ 

支援地域 下関市 

 

支援活動の概要紹介 

消費生活トラブルの事例や対処法を知ってもらい、自立した消費者になるための支援をし

ます。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の大切さ、役割等） 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

・悪質商法とその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・振り込め詐欺（架空請求詐欺、オレオレ詐欺等）とその対処法 

・多重債務・家計管理 

・金融商品・投資に関するトラブルとその対処法 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 □公民（公共）☑総合的な学習の時間 □特別活動 □その他 

 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-5 

 

講師派遣 

契約の基礎知識、消費生活相談事例、クーリング・オフ制度等  

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ]  

対象人数 原則 10 人以上 

講座時間 60 分程度（学校の希望に合わせて実施可能（要相談）） 

実施時期 通年 休日対応あり（要相談 学校の希望に合わせて実施検討） 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の 60 日前までに申込書提出 

      ※事前に電話で御相談ください 

【申込方法】FAX 

※申込様式 http://s-dreamship.jp/events/lectures.html  

その他 会場は学校が準備ください。会場費用は負担しません。 

通常、パワーポイント資料で講義します。 

資料の印刷は学校でお願いします。 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（Word、PDF）を掲載しています。 

 

教材等の提供 

消費者トラブル等について学べる「ＤＶＤ」教材の貸出や、消費生活トラブルの相談事例

や対処法等について情報提供します。   

対象 ・生徒用の教材の提供 

・教材作成等のための資料・データ提供 

教材費 不要 

教材名 [貸出教材] 

・DVD 「もしあなたが消費者トラブルにあったら…」 

申込 事前に電話で御相談ください（電話申込） 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 
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宇部市消費生活センター 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒755-8601  

宇部市常盤町一丁目７番１号 宇部市役所 2Ｆ 

担当部署 市民環境部市民活動課 

電話 0836-34-8157 

FAX 0836-22-6016 

E-mail siminsoudan@city.ube.yamaguchi.jp  

受付時間 月曜日～金曜日 8：30～17：15 

Webサイト https://www.city.ube.yamaguchi.jp/kurashi/bousai/anzen/1001385/1001388.html 

支援地域 宇部市 

 

支援活動の概要紹介 

若者を狙った悪質商法や契約・クレジット等に関する消費者トラブルの防止、人や社会・

環境に配慮した消費行動（エシカル消費）などについて、講座や文化祭でのパネル展示等の

メニューを用意して、若者の社会的自立を支援します。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の大切さ、役割等） 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

・悪質商法とその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・振り込め詐欺（架空請求詐欺、オレオレ詐欺等）とその対処法 

・消費者市民社会の構築（持続可能な消費の実践、消費者の社会参加等） 

・多重債務・家計管理 

・金融商品・投資に関するトラブルとその対処法 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

・その他（消費者として賢くなる内容なら何でも柔軟に対応します。御相談ください。） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 □家庭科 □公民（公共）☑総合的な学習の時間 ☑特別活動 □その他 

 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 
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講師派遣 

○オトナになったらどう変わる？（成年年齢引下げ）、○学校を卒業してからのお金と契約

の上手な使い方と気をつけること、○消費者を守る法律・制度とトラブルの実例から学

ぶ・・・など、講師は、主にＪ－ＦＬＥＣ講師、Ｊ－ＦＬＥＣアドバイザーとなります。

（講座内容はＪ－ＦＬＥＣ派遣対象講座に準じます） 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ]  

対象人数 基準なし 

講座時間 30 分～100 分（2 時限）程度まで 

御相談ください。 

実施時期 通年 休日対応あり（要相談） 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の概ね 45 日前までに申込書提出 

      ※最終申込期限 令和 8 年 1 月 23 日（金）まで 

【申込方法】E-mail、FAX、郵送 

その他 会場の確保、講座資料のコピー等は学校側での負担となります。 

 

教材等の提供 

市販のリーフレット、啓発グッズ類について、無料配布することが可能です。 

また、消費相談件数や具体例等の資料・データを提供します。   

対象 ・生徒用の教材の提供 

・教員用の教材の提供 

・保護者向けのリーフレット等の提供 

・教材作成等のための資料・データ提供 

教材費 不要 

教材名 電話または E-mail で御希望を御相談ください 

申込 同上 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 
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山口市消費生活センター 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒753-8650  

山口市亀山町２－１ 

担当部署 地域生活部生活安全課 

電話 083-934-2926 

FAX  

E-mail seikatu-a@city.yamaguchi.lg.jp  

受付時間 月曜日～金曜日 8：30～17：00 

Webサイト https://www.city.yamaguchi.lg.jp/life/1/69/242/ 

支援地域 山口市 

 

支援活動の概要紹介 

山口市消費生活センターへの若年者層からの相談事例等を情報提供いたします。 

消費生活トラブルの事例や対処法を知ってもらい、自立した消費者になるための支援をし

ます。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 □家庭科 □公民（公共）□総合的な学習の時間 □特別活動 ☑その他 

 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 
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講師派遣 

最近多い消費者トラブル、悪質商法とクーリング・オフ、契約とクレジットの基礎知識 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ]  

対象人数 基準なし 

講座時間 30 分～50 分（授業時間による） 

実施時期 通年 平日のみ 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込方法】電話でご相談ください。その後、所定の依頼書をご提出くだ

さい。（E-mail、FAX、郵送） 

※様式掲載 https://www.city.yamaguchi.lg.jp/soshiki/27/5579.html 

その他 会場は学校が準備してください。会場費用は負担しません。 

パワーポイント資料で講義します。 

資料の印刷はセンターで行います。 

 

教材等の提供 

若年層からの相談事例等を情報提供します。授業等で御活用ください。  

リーフレット、啓発グッズ類について、無料配布することが可能です。 

対象 ・生徒用の教材の提供 

・教員用の教材の提供 

・保護者向けのリーフレット等の提供 

・教材作成等のための資料・データ提供 

教材費 不要 

教材名 リーフレットの種類等、御相談ください。 

申込 電話または E-mail で御相談ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 
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萩市消費生活センター 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒758-8555  

萩市大字江向 510 番地 

担当部署 市民活動推進課 

電話 0838-25-0999 

FAX 0838-25-6623 

E-mail katudou@city.hagi.lg.jp  

受付時間 月曜日～金曜日 8：30～17：15 

Webサイト https://www.city.hagi.lg.jp/soshiki/16/ 

支援地域 萩市 

 

支援活動の概要紹介 

消費生活トラブルの事例や対処法を知ってもらい、自立した消費者になるための支援をし

ます。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の大切さ、役割等） 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

・悪質商法とその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・振り込め詐欺（架空請求詐欺、オレオレ詐欺等）とその対処法 

・消費者市民社会の構築（持続可能な消費の実践、消費者の社会参加等） 

・多重債務・家計管理 

・金融商品・投資に関するトラブルとその対処法 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 □家庭科 □公民（公共）□総合的な学習の時間 □特別活動 □その他 

 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-11 

 

講師派遣 

契約の基礎知識、消費生活相談事例、クーリング・オフ制度等  

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ]  

対象人数 基準なし 

講座時間 45～50 分（授業時間による） 

実施時期 通年 平日のみ 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の 30 日前までに申込書提出 

【申込方法】FAX 

 ※事前に電話で御相談ください 

その他 会場は学校が準備してください。会場費用は負担しません。 

パワーポイント資料で講義します。 

資料の印刷はセンターで行います。 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（Word）を掲載しています。 

 

教材等の提供 

消費生活相談に関する各種データの提供、具体的な相談事例の提供を行います。授業等で

御活用ください。   

対象 ・教材作成等のための資料・データ提供 

教材費 不要 

教材名 ― 

申込 電話で御希望の内容を御連絡ください 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-12 

 

防府市消費生活センター 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒747-8501  

防府市寿町７番１号 

担当部署 生活環境部くらし安全課 

電話 0835-25-2129 

FAX 0835-23-2145 

E-mail soudan@city.hofu.yamaguchi.jp  

受付時間 月曜日～金曜日 8：30～16：30 （祝日、年末年始除く） 

Webサイト https://www.city.hofu.yamaguchi.jp/soshiki/113/  

支援地域 防府市 

 

支援活動の概要紹介 

消費生活トラブルの事例や対処法を知ってもらい、自立した消費者になるための支援をし

ます。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

・悪質商法とその対処法 

・クーリング・オフ制度等 

・振り込め詐欺（架空請求詐欺、オレオレ詐欺等）とその対処法 

・金融商品・投資に関するトラブルとその対処法 

・契約について 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

 

学校への支援実績  ※実績ある教科に☑ 

 □家庭科 □公民（公共）□総合的な学習の時間 □特別活動 □その他 

 

講師派遣 

契約の基礎知識、消費生活相談事例、クーリング・オフ制度等 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ] 

対象人数 基準なし 

講座時間 45 分～50 分（授業時間による） 

※学校の希望時間に合わせます。 

実施時期 通年 平日のみ 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-13 

 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 ※事前に電話でご相談ください。 

【申込期限】派遣希望日の概ね 30 日前までに申込書提出 

【申込方法】電話、FAX、E-mail 

その他 会場は学校が準備してください。会場費用は負担しません。 

パワーポイント資料で講義します。 

資料の印刷はセンターで行います。 

 

教材等の提供 

消費生活相談に関する各種データの提供、具体的な相談事例の提供をします。授業等で御

活用ください。   

対象 ・教材作成等のための資料・データ提供 

教材費 不要 

教材名 ― 

教材申込 電話または E-mail で御相談ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-14 

 

下松市消費生活センター 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

□ 教材等の提供 

所在地 〒744-8585  

下松市大手町３丁目３-３ 

担当部署 生活環境部生活安全課 

電話 0833-45-1827 

FAX 0833-41-6220 

E-mail seikatsu@city.kudamatsu.lg.jp  

受付時間 月曜日～金曜日 8：30～17：15 

Webサイト ― 

支援地域 下松市 

 

支援活動の概要紹介 

若年者に注意していただきたい消費者トラブルの事例や対処法を紹介する。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

・悪質商法とその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・振り込め詐欺（架空請求詐欺、オレオレ詐欺等）とその対処法 

・多重債務・家計管理 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 □家庭科 □公民（公共）□総合的な学習の時間 □特別活動 □その他 

 

講師派遣 

若者への消費者問題啓発、消費生活相談事例等  

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ]  

対象人数 基準なし 

講座時間 45～50 分（授業時間による） 

実施時期 通年 平日のみ 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の 60 日前までに申込書提出 

【申込方法】FAX、E-mail  

その他 申込関係様式は、任意の様式でも構いません。 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（Word）を掲載しています。 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-15 

 

光市消費生活センター 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒743-8501  

光市中央 6-1-1 

担当部署 光市消費生活センター 

電話 0833-72-5511 

FAX 0833-72-3919 

E-mail seikatsuanzen@city.hikari.lg.jp  

受付時間 月曜日～金曜日 8：30～17：00 

Webサイト https://www.city.hikari.lg.jp/soshiki/3/seikatsu/kurashi/1/3626.html 

支援地域 光市 

 

支援活動の概要紹介 

賢い消費者になるために、消費者として身につけてほしい知恵や知識を学べる講座を各年

代に応じて実施します。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の大切さ、役割等） 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

・食品や製品の安全と表示 

・悪質商法とその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・振り込め詐欺（架空請求詐欺、オレオレ詐欺等）とその対処法 

・消費者市民社会の構築（持続可能な消費の実践、消費者の社会参加等） 

・多重債務・家計管理 

・金融商品・投資に関するトラブルとその対処法 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 □家庭科 □公民（公共）☑総合的な学習の時間 ☑特別活動 □その他 

 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-16 

 

講師派遣 

賢い消費者になるために、消費者として身につけてほしい知恵や知識を学ぶ講座です。

（内容は、各教育機関の要望に応じます。） 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ]  

対象人数 基準なし 

講座時間 45 分～50 分（授業時間による） 

※学校の希望時間に合わせます。 

実施時期 通年 休日対応あり 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の 30 日前までに申込書提出       

【申込方法】電話、FAX、E-mail （申込書様式あり） 

その他 ― 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（Word）を掲載しています。 

 

教材等の提供 

「賢い消費者になるために」と題して、御要望に応じて、その都度作成します。   

対象 ・生徒用の教材の提供 

・教員用の教材の提供 

・保護者向けのリーフレット等の提供 

・教材作成等のための資料・データ提供 

教材費 不要 

教材名 ・賢い消費者になるために 

※内容は御要望に合わせて作成（事務局に一部見本があります） 

申込 電話で御希望の内容を御連絡ください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-17 

 

岩国市消費生活センター 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

□ 教材等の提供 

所在地 〒740-8585  

岩国市今津町一丁目 14 番 51 号 

担当部署 市民協働部くらし安心安全課 

電話 0827-29-5017 

FAX 0827-22-2866 

E-mail ciwakuni@city.iwakuni.lg.jp  

受付時間 月曜日～金曜日 8：30～17：00 

Webサイト https://www.city.iwakuni.lg.jp/site/syouhiseikatu/  

支援地域 岩国市 

 

支援活動の概要紹介 

消費生活トラブルの事例や対処法を知ってもらい、自立した消費者になるための支援をし

ます。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の大切さ、役割等） 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルと対処法 

・消費者トラブルの事例と対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度 

・うそ電話詐欺の被害の現状と対処法 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 □家庭科 □公民（公共）☑総合的な学習の時間 ☑特別活動 ☑その他 

 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-18 

 

講師派遣 

契約の基礎知識、消費生活相談事例、クーリング・オフ制度等 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ]  

対象人数 基準なし 

講座時間 学校の希望に合わせて実施可能（要相談） 

実施時期 通年 平日のみ 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応不可 

申込 【申込期限】派遣希望日の 30 日前までに申込書提出       

【申込方法】FAX、E-mail  

その他 会場は学校側でご準備ください。 

パワーポイントを使用します。 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（Word）を掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-19 

 

長門市消費生活センター 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒759-4192  

長門市東深川 1339 番地 2 

担当部署 長門市市民活動推進課 

電話 0837-23-1115 

FAX 0837-23-1219 

E-mail soudan@city.nagato.lg.jp  

受付時間 月曜日～金曜日 8：30～17：15 

Webサイト https://www.city.nagato.yamaguchi.jp/soshiki/61/1534.html 

支援地域 長門市 

 

支援活動の概要紹介 

啓発活動を通して、地域の消費者に消費生活に関する基礎知識や情報を提供し、消費者ト

ラブルを自分で解決できる力を持ってもらい、トラブルの未然防止につながるように支援し

ています。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

・食品や製品の安全と表示 

・悪質商法とその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・振り込め詐欺（架空請求詐欺、オレオレ詐欺等）とその対処法 

・消費者市民社会の構築（持続可能な消費の実践、消費者の社会参加等） 

・金融商品・投資に関するトラブルとその対処法 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 □公民（公共）□総合的な学習の時間 □特別活動 □その他 

 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-20 

 

講師派遣 

契約の基礎知識（クーリング・オフ制度等）、若年者の消費者トラブル相談事例 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ]  

対象人数 基準なし 

講座時間 45 分～50 分（授業時間による） 

※学校の希望に対応 

実施時期 通年 平日のみ 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の 30 日前までに申込書提出       

【申込方法】FAX  

※申込様式 https://www.city.nagato.yamaguchi.jp/soshiki/61/1534.html  

その他 ― 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（Word）を掲載しています。 

 

教材等の提供 

「消費者トラブル等について学べる「DVD」等の教材の貸出 

消費生活相談に関する各種データの提出、具体的な相談事例の提出   

対象 ・生徒用の教材の提供 

・教員用の教材の提供 

・保護者向けのリーフレット等の提供 

・教材作成等のための資料・データ提供 

教材費 不要 

教材名 ・消費者トラブル等について学べる「DVD」 

※一覧 https://www.city.nagato.yamaguchi.jp/uploaded/attachment/ 

17589.pdf 

申込 FAX または窓口で申込 （申込書様式あり） 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、貸出 DVD リストと申込様式（Word）を掲載

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-21 

 

柳井地区広域消費生活センター 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒742-8714  

柳井市南町一丁目１０番２号 

担当部署 柳井市経済部商工観光課 

電話 0820-22-2125 

FAX 0820-23-7474 

E-mail shokokanko@city-yanai.jp 

受付時間 月曜日～金曜日 8：30～17：15 

Webサイト ― 

支援地域 柳井市、周防大島町、上関町、田布施町、平生町 

 

支援活動の概要紹介 

・消費生活トラブルの事例や対処法を知ってもらい、自立した消費者になるための支援をし

ます。 

・ひとり暮らしに必要なお金（金額、内容）、家計管理のポイント等、上手な使いかたなど

を示し、卒業後の生活を支援します。 

・若年者の消費生活で中心的な役割を担っている、スマホ（およびＳＮＳ）のトラブルと予

防方法を詳しく解説し、生命と財産の安全に資する情報を提供します。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の大切さ、役割等） 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

・食品や製品の安全と表示 

・悪質商法とその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・振り込め詐欺（架空請求詐欺、オレオレ詐欺等）とその対処法 

・消費者市民社会の構築（持続可能な消費の実践、消費者の社会参加等） 

・多重債務・家計管理 

・金融商品・投資に関するトラブルとその対処法 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 □公民（公共）□総合的な学習の時間 □特別活動  

☑その他（学年集会、全校集会での講演） 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-22 

 

講師派遣 

契約の基礎知識、消費生活相談事例・スマホ・ＳＮＳの消費者被害と予防のポイント・エ

シカル（倫理的）消費（消費者市民社会と消費者の役割について）・卒業後の自立した生活

に役立つ情報（巣立ち教室） 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ]  

対象人数 基準なし 

講座時間 45 分間以内（授業時間による） 

※日時については要相談（対応できない場合がございます。） 

実施時期 通年 原則平日（休日、夜間は対応不可） 

申込 【申込期限】実施日時の１月以上前     

【申込方法】電話、FAX、E-mail （申込書様式有り） 

その他 打ち合わせ等、都度要相談 

 

 

教材等の提供 

・学校での授業（家庭科）のワークブックとしての教材 

・学年・全校集会などで講演を行う際の、講演の資料（ワークブック）としての教材 

・学校教員および保護者向けの資料としての教材   

対象 ・生徒用の教材の提供 

・教員用の教材の提供 

・保護者向けのリーフレット等の提供 

・教材作成等のための資料・データ提供 

教材費 不要 

教材名 当センターの対象地域内の場合、資料は準備可能 

・契約トラブルと消費者を守る仕組み（対象：生徒） 

・お買い物が世界を救う？（対象：生徒） 

・スマホとＳＮＳのリスクと対処法を知る①（対象：生徒） 

・スマホとＳＮＳのリスクと対処法を知る②（対象：生徒、保護者） 

・スマホとＳＮＳのリスクと対処法を知る③（対象：教職員） 

・ひとり暮らしに備える（対象：生徒） 

申込 電話で御希望の内容を御連絡ください 

電話、FAX、E-mail （申込書様式有り） 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-23 

 

美祢市消費生活センター 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒759-2292  

美祢市大嶺町東分３２６－１ 

担当部署 観光商工部 商工労働課 

電話 0837-52-5224 

FAX 0837-52-3434 

E-mail shoukou@city.mine.lg.jp  

受付時間 月曜日～金曜日 8：30～17：15 

Webサイト https://www2.city.mine.lg.jp/soshiki/kankoshokobu/shokorodoka/anshin/ 

shohiseikatsu/index.html 

支援地域 美祢市 

 

支援活動の概要紹介 

消費生活トラブルの事例や対処法を知ってもらい、消費者として安全に安心して暮らせる

ように支援します。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・悪質商法とその対処法 

・クーリング・オフ制度等 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 □家庭科 □公民（公共）□総合的な学習の時間 □特別活動 ☑その他 

 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-24 

 

講師派遣 

悪質商法とその対処法、クーリング・オフ制度について 等  

対象 ・保護者対象の講演会への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ]  

対象人数 10 人～30 人 

講座時間 45～50 分（授業時間による） 

実施時期 通年 平日のみ 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の 30 日前までに申込 

【申込方法】電話 ※事前に電話で御相談ください 

その他 ― 

 

教材等の提供 

悪質商法を題材にした紙芝居の貸出   

対象 ・生徒用の教材の提供 

教材費 不要 

教材名 紙芝居 

申込 電話 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-25 

 

周南市消費生活センター 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒745-8655   

周南市岐山通１丁目１番地 

担当部署 環境生活部 生活安全課 消費生活センター 

電話 0834-22-8321 

FAX 0834-22-8243 

E-mail shiminsodan@city.shunan.lg.jp  

受付時間 月曜日～金曜日 8：30～16：45 

Webサイト https://www.city.shunan.lg.jp/life/1/10/46/ 

支援地域 周南市 

 

支援活動の概要紹介 

消費生活トラブルの事例や対処法を知ってもらい、自立した消費者となるための基礎知識

を得てもらうための支援を実施します。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・お金について（お金の大切さ、役割等） 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

・悪質商法とその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・振り込め詐欺（架空請求詐欺、オレオレ詐欺等）とその対処法 

・多重債務・家計管理 

・金融商品・投資に関するトラブルとその対処法 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

・その他（できる限りご希望に沿うように対応したいと思います。） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 ☑家庭科 □公民（公共）☑総合的な学習の時間 ☑特別活動 □その他 

 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-26 

 

講師派遣 

「しゅうなん出前トーク」のトークテーマのほか、学校のご希望に合わせて調整したいと

思います。 

 ※出前トークテーマ https://www.city.shunan.lg.jp/soshiki/21/35613.html  

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ]  

対象人数 基準なし 

講座時間 45 分～50 分（授業時間による） 

※学校の希望に合わせて対応可能（要相談） 

実施時期 通年 平日のみ 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は不可 

申込 【申込期限】派遣希望日の概ね 30 日前までに申込書提出 

【申込方法】電話、FAX、E-mail 

 ※申込様式 https://www.city.shunan.lg.jp/soshiki/21/35613.html  

その他 会場は学校でご準備ください。会場費用は負担できません。 

パワーポイント又は紙等での講義となります。 

配布できるパンフレット等の資料があれば提供可能。 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、「しゅうなん出前トーク一覧表」、申込様式

（PDF）を掲載しています。 

 

教材等の提供 

消費者トラブル等について学べるＤＶＤや書籍等教材の貸出   

対象 ・生徒用の教材の提供 

・教員用の教材の提供 

・保護者向けのリーフレット等の提供 

・教材作成等のための資料・データ提供 

教材費 不要 

教材名 消費者トラブル等について学べる DVD 

申込 電話、FAX、E-mail （規定様式なし) 

 ※山口県 Web サイト登録情報ページには、「貸出 DVD リスト」を掲載しています。 

 

 

 

 

 

 



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-27 

 

山陽小野田市消費生活センター 
【支援内容】 

☑ 講 師 派 遣 

☑ 教材等の提供 

所在地 〒756-8601  

山陽小野田市日の出１－１－１ 

担当部署 市民部生活安全課 

電話 0836-82-1133 

FAX 0836-83-2604 

E-mail seikatsu@city.sanyo-onoda.lg.jp 

受付時間 月曜日～金曜日 8：30～17：15 

Webサイト https://www.city.sanyo-onoda.lg.jp/soshiki/84/shouhi.html 

支援地域 山陽小野田市 

 

支援活動の概要紹介 

消費生活トラブルに関する相談事例や対処方法等の情報提供や講師派遣で、消費者教育の

支援を行います。消費者教育のテーマは、教科内容等の御要望に応じて可能な範囲で対応し

ます。 

 

支援できる消費者教育のテーマ 

・携帯電話・スマートフォン・インターネットに関するトラブルとその対処法 

・悪質商法とその対処法 

・クレジットカードの仕組み 

・契約について 

・クーリング・オフ制度等 

・振り込め詐欺（架空料金請求詐欺、オレオレ詐欺等）とその対処法 

・消費者市民社会の構築（持続可能な消費の実践、消費者の社会参加等） 

・多重債務・家計管理 

・金融商品・投資に関するトラブルとその対処法 

・成年年齢引下げへの対応（法改正の概要、若年者消費者トラブル等） 

 

学校への支援実績  ※実績のある教科に☑ 

 □家庭科 □公民（公共）□総合的な学習の時間 □特別活動  

☑その他（高校３年生を対象に「１８歳からの消費者トラブル」というテーマで講座を実

施） 

 

  



≪高等学校等への消費者教育支援人材（団体）リスト(個別登録情報)≫ 

 ③-28 

 

講師派遣 

市で実施する出前講座（「身近にひそむ消費者トラブル」）では、契約の基礎知識や悪質

商法の対処方法について、相談事例を交えてわかりやすく説明しています。学校への講師派

遣の実施方法等は、市の出前講座に準じて行います。 

対象 ・授業に参加する講師の派遣 

・生徒対象の講演会への講師派遣 

・保護者対象の講演会への講師派遣 

・教職員対象の研修会等への講師派遣 

費用 講師謝金 [ 不要 ] ・ 講師旅費 [ 不要 ]  

対象人数 基準なし 

講座時間 45 分～50 分（授業時間による） 

※御要望に応じて、可能な範囲で対応します。 

実施時期 通年 平日のみ 

※17 時以降（放課後又は定時制授業時間）への対応は要相談 

申込 【申込期限】派遣希望日の 1 か月程度前までに申込書提出       

【申込方法】電話、E-mail（申込書様式あり） 

その他 会場は学校が準備してください。 

会場使用料は学校が負担してください。 

資料の準備は相談に応じます。 

※山口県 Web サイト登録情報ページには、申込様式（Word）を掲載しています。 

 

教材等の提供 

消費生活トラブルの相談事例や対処方法等について、情報提供します。   

対象 ・教材作成等のための資料 

・データ提供 

教材費 不要 

教材名 要望に応じて対応します。 

申込 電話または E-mail で御相談ください。 

 

 

 



 

参考-1 

 

【参考：登録人材（団体）への提供資料】 

１ 学校への講師派遣にあたって 

 

≪事前の準備≫ 

 

◆依頼があったら、まず学校に連絡をとり、打ち合わせをしましょう。 

１ 内容の確認 

電話で直接連絡しましょう。学校がどのような講座を希望しているのかを聞き、具体

的な例を示しながらすり合わせをするなど、内容がミスマッチとならないように打ち合

わせをしましょう。 

【具体例】 

（１）テーマは何か？ 

① お金について（お金の大切さ、役割等） 

② インターネット等に関するトラブルとその対処法 

③ 食品や製品の安全と表示  

④ 悪質商法とその対処法 

⑤ クレジットカードの仕組み 

⑥ 契約について 

⑦ クーリング・オフ制度等 

⑧ 振り込め詐欺（架空請求詐欺、オレオレ詐欺等）とその対処法 

⑨ 消費者市民社会の構築（持続可能な消費の実践、消費者の社会参加等） 

⑩ 多重債務・家計管理 

⑪ 金融商品・投資に関するトラブルとその対処法 

⑫ 成年年齢引下げへの対応           等 

（２）実施形態は？ 

 ① グループワーク、ロールプレイングを含めた演習を実施 

 ② 事例の紹介、対処方法の講義 

 ③ ＩＣＴを活用した疑似体験ソフトによる講習  等 

（３）対象となる場や参加者は？ 

 ① クラスごとの授業 

 ② 学年集会 

③ 全学年の集会 

④ 保護者 

 ⑤ 教職員 

 



 

参考-2 

 

２ 時間の確認 

 予定の時間の中に講師紹介や参加者からの質問の時間が含まれている場合があります

ので、実質の講義時間をあらかじめ確認しておきましょう。 

３ 事前事後の学習状況の確認 

 生徒を対象とする授業や講演会の場合は、すでに授業で行った消費者教育の内容やこ

れからの予定をあらかじめ聞いておくと、説明する時間や内容を調整して、効果的に講

座を進めることができます。 

 

４ 学校の状況を把握 

 学校のホームページを閲覧しましょう。依頼を受けた学校について、学校の規模、教

育方針や目標、学校活動等を知ることができます。 

 

５ 連絡先等の確認 

授業中等、連絡のとりづらい時間帯があります。電話がつながりやすい時間帯や資料

送付用のメールアドレスを確認しておきましょう。 

 

 

◆ 講座実施１週間前までに最終確認しておきましょう。 

１ 会場の設備や必要な用具 

会場の設備や必要な用具、また、受講者がどういう状態（講義形式で着席など）で受

講するのか、確認しておきましょう。 

 （１）会場設備 

    パソコン、プロジェクター、スクリーン、ホワイトボード、マイク、机・椅子の

数、机の配置（机を移動することが可能か） 等  

 ※ パソコンを持参する場合、プロジェクターとの接続ケーブル端子についても 

確認しておきましょう。 

 （２）用具 

    大判用紙、マーカー（色の数）、付箋、ワークシート 等 

 

２ 配付する教材 

当日配付する資料がある場合は、データを渡して印刷を依頼するのか、受講者数分を

持参するのか、確認しておきましょう 

 

３ 講師の人数 

  参加する講師の人数とそれぞれの所属、役職を事前に連絡しておきましょう。 



 

参考-3 

 

 

４ 当日のスケジュール 

 到着時刻を伝え、待ち合わせの時刻や場所、駐車場の確認をしましょう。依頼されて

いる時間が授業や行事時間の全体か一部かを事前に確認し、準備の時間も考慮して、待

ち合わせ時刻を設定しましょう。 

 

５ 記録用写真等の撮影 

記録用に写真等を撮影する場合は、事前に学校に可否を確認しましょう。 

 

 

≪当日≫ 

 

◆ さあ、当日です。 

１ 時間の厳守 

 学校は時間割で動いています。待ち合わせ時刻を厳守するとともに、次の授業や行事

に差支えがないよう、必ず依頼された時間内で実施してください。 

 

２ 事前確認 

  プロジェクターを使用する場合は、動作確認をしておきましょう。 

  配付資料や準備物の最終チェックをしましょう。 

 

３ 実施 

 講座等の進行は、講師に任されることになりますが、事前に確認した際、開始の前に

講師紹介、また、終了後に質問や御礼の言葉の時間が設けられている場合は、それらを

考慮して進めましょう。 

 

４ 実施後 

  受講者の反応や教員等からの意見を聞き、次回の参考としてください。 

  （※ アンケート調査を実施される場合のひな型を作成していますので御活用ください。） 



【参考：登録人材（団体）への提供資料】

　２　登録人材（団体）が学校へアンケートを行う際のひな型

学校名

実施日

対象者

参加人数

授業教科等

テーマ
(タイトル）

１　当てはまる欄に○をつけてください。

よかった
まあ

よかった
どちらとも
言えない

あまりよく
なかった

よく
なかった

よかった
まあ

よかった
どちらとも
言えない

あまりよく
なかった

よく
なかった

よかった
まあ

よかった
どちらとも
言えない

あまりよく
なかった

よく
なかった

難しい 少し難しい 適当
少し

やさしい
やさしい

満足 少し満足 ふつう 少し不満 不満

２　特に良かった、参考になった内容とその理由を教えてください。

３　あまり良くなかった、参考にならなかった内容とその理由を教えてください。

御協力ありがとうございました。

   ア　ン　ケ　ー　ト

４　御感想・御意見等ありましたら、御記入ください。

③使用した資料・教材は分かりやすかった
ですか？

④内容のレベルはいかがでしたか？

⑤総合的に満足できるものでしたか？

家庭科 ・ 公民科 ・ 総合的な探究（学習の時間） ・ 特別活動  ・ その他（　　　　　　　　　）

①内容は、実施目的と合っていましたか？

②講師の進め方、説明はどうでしたか？

年　　　　　　　　月　　　　　　　日（　　　　　　　）

　　　生徒（　　　　　　年生）・　　教職員　　・　　保護者　

（生徒）　　　　　　　人 ・ （教職員）　　　　　人  ・ （保護者）　　　　人　　　計　　　　　　　人
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